





































ることが許可された。そこで、昨 2011 年 12 月、










































































この調査でまず問題となったのは、9 月 1 日段
階の震災地の正確な人口把握がなされていないと
いう点であった。しかし、11 月 15 日の震災罹災































まず、震災地 1 府 6 県の状況をみておきたい。
表 1 に掲げたのは、1 府 6 県の推計人口、死亡・
行方不明者、調査時点の現在人口などだが、明ら
かなことは、東京都と神奈川県のみが震災 2 カ月
半後もそれぞれ 1 割程度、すなわち、東京で 41














東京市の 9 月 1 日の推計人口は 236 万 5300 人、
死亡・行方不明者 6 万 8660 人、11 月 15 日現在
罹災者として東京市に留まるものは 102 万 1956




人口は区内最高の 30 万 1300 人、死亡者は断突の
5 万 4498 人であったが、本所区には 11 月 15 日
時点で 10 万人を欠く数値であり、震災前の約 6
割以上の人口減となっていることである。人口変
動率から明らかなように、東京市のなかでも、火
























東京府 4,050,600 70,497 1,495,926 3,634,199 -416,401
（東京市） 2,265,300 68,660 1,021,956 1,527,277 -738,023
神奈川県 1,379,000 31,859 1,024,071 1,242,532 -136,468
（横浜市） 442,600 23,335 254,556 311,402 -131,198
千葉 1,347,200 1,420 194,318 1,400,655 53,455
埼玉 1,353,800 316 125,801 1,391,098 37,298
静岡 1,626,300 492 90,044 1,646,614 20,314
山梨 602,000 20 34,144 611,812 9,812




地方庁は 11 月 15 日午前零時を期して実施され
た震災罹災者人口調査の規定に従い、集計し、報
告した。佐賀県の 12 月 12 日を手始めに、12 月
31 日までに 35 府県、翌 24 年正月 3 日から 21 日
までに 11 県、神奈川県は 1 月 2 月 25 日までに 5





て、11 月 15 日現在人口の減少を来たした神奈川
県と東京府を除く各県を地域ごとに集計すると表
表 2 東京府・東京市の震災による人口変動







東京府・市 9.1 推計人口 死者・行方不明 11.15 罹災現存者 11.15 現在人口
東京府 4,050,600 70,497 1,495,926 3,634,199 -416,401 -10.3%
東京市 2,265,300 68,660 1,021,956 1,527,277 -738,023 -32.6%
区部
麹町 58,900 137 42,415 57,271 -1,629 -2.8%
神田 121,800 1,519 60,977 67,951 -53,849 -44.2%
日本橋 124,600 1,189 37,741 38,297 -86,303 -69.3%
京橋 147,200 919 53,761 56,844 -90,356 -61.4%
芝 183,500 494 92,293 152,881 -30,619 -16.7%
麻布 90,600 185 50,099 98,155 7,555 8.3%
赤坂 56,600 142 26,460 59,508 2,908 5.1%
四谷 74,800 103 42,081 87,661 12,861 17.2%
牛込 126,900 203 61,354 140,032 13,132 10.3%
小石川 151,900 254 61,337 167,909 16,009 10.5%
本郷 135,900 320 56,905 136,493 593 0.4%
下谷 192,500 891 113,070 136,567 -55,933 -29.1%
浅草 274,100 3,667 137,053 138,519 -135,581 -49.5%
本所 301,300 54,498 98,227 99,692 -201,608 -66.9%
深川 194,800 4,139 74,142 75,455 -119,345 -61.3%
郡部
水上 14,042 14,042
八王子市 44,300 20 1,820 45,891 1,591 3.6%
荏原 292,500 231 92,991 365,114 72,614 24.8%
豊多摩 347,300 124 77,471 420,048 72,748 20.9%
北豊島 481,300 758 175,755 584,066 102,766 21.4%
南足立 62,800 130 9,964 74,263 11,463 18.3%
南葛飾 238,100 533 92,471 292,622 54,522 22.9%
西多摩 90,600 1 1,065 91,617 1,017 1.1%
南多摩 81,700 27 7,781 82,675 975 1.2%
北多摩 112,400 6 3,741 115,424 3,024 2.7%
伊豆大島 34,300 7 1,211 35,202 902 2.6%




































































































































11 件、本籍地が空欄で不明なもの 293 件がある。
このうちの地方出身者 1531 件について、さらに
府県別にまとめると、図3（グラフ）のようになる。
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調査は、1927 年 2 月、各区役所府下町村役場の協力
を得て、霊名調査開始、4 月末に 4 万 5 千人余。（な
お、被服所跡の焼死体は直後から引き取り手のある
遺体の引き渡しを 9 月 2 日から開始、その他の遺体
を焼却、その際市内各所の焼却遺体を含め 5 万 8 千
体（『被服廠跡』p .	10）。ただし、記念堂に奉安した





課題番号 22330162）の平成 22 年度成果報告の一
部である。
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生、研究分担者森康俊先生、田並尚恵先生にご教
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協会の諸兄のご協力に感謝の辞を捧げたい。
なお、「震災死亡者調査票」のテキスト化とエ
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究員関屋雄一氏にご協力いただいた。

